平成21年度　救急医療機関における自殺企図対応調査報告書　補遺
－自殺企図による救急受診歴と精神科受診歴について

１．自殺企図による救急受診歴と精神科受診歴について
＜解析の目的＞

　救急医療機関に受診した自殺企図者への対応によって再自殺企図による自殺死亡を予防することの効果を予測するためには、自殺未遂後、精神科受診せず、再企図に及んだ割合を調べることが必要である。

＜結果＞

　過去に自殺未遂によって救急受診歴があり、精神科に通院せず再企図におよんだ割合は、今回未遂であった者のうち3.3%（不明も含めた場合11.5%）、今回既遂となった者のうち0%（不明も含めた場合23.1%）であった。
（未遂者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（人）
	救急受診＼精神科受診
	通院中
	以前通院していた
	通院なし
	不明
	計

	救急受診(未遂)歴なし 
	23
	4
	22
	6
	55

	救急受診(未遂)歴あり 
	24
	1
	4
	3
	32

	不明 
	25
	3
	2
	5
	35

	計 
	72
	8
	28
	14
	122


※記載のないケースが1人あったため、合計数は全対象数と一致しない

（既遂者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（人）
	救急受診＼精神科受診
	通院中
	以前通院していた
	通院なし
	不明
	計

	救急受診(未遂)歴なし 
	2
	1
	2
	4
	9

	救急受診(未遂)歴あり 
	0
	0
	0
	0
	0

	不明 
	1
	0
	0
	3
	4

	計 
	3
	1
	2
	7
	13


＜考察＞
　この結果から、これまでに救急受診した自殺未遂者への対応を十分に行っていれば、自殺未遂による救急受診の3.3-11.5%、自殺既遂の0-23.1%が精神科受診によって予防できた可能性がある。救急受診せずに自殺既遂に至った者の救急受診歴と精神科通院歴も同様な割合であったと仮定すると、平成21年の自殺者数626人のうち、0-144人の自殺を予防できた可能性がある。ただし、精神科に受診しても自殺企図がゼロになるわけではないので、実際の予防可能性は、これらのうちの、精神科受診による治療効果分ということになる。
